（様式第１－２号）
参加要件に係る申立書

（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の４の規定に該当しない者であること。
（２）物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参加資格、指名基準等に関する要綱（昭和46年宮崎県告示第93号）に規定する資格を有する者で、サービス（役務の提供）に関する業種で、営業種目が「その他」、種目が「Ｕ－９　その他」である者。ただし、登載されていない者については、本件企画提案書を提出する日までに所定の手続を完了することとし、登載されたことが確認できる書面を提出すること。
（３）参加申込書の提出の日から受託予定者を選定するまでの間に、宮崎県から受注業務に関し、入札参加資格停止の措置を受けていない者であること。
（４）宮崎県内に本店、支店又は営業所を有していること。（契約締結日までに設置する場合を含む。）
（５）業務を行うにあたり、次の許可、登録をすべて有している者であること。
　　ア　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律
第145号）第24条に規定する医薬品の卸売販売業の許可
　　イ　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第39条に規定する高度
[bookmark: _GoBack]管理医療機器等の販売業の許可
　　ウ　毒物及び劇物取締法（昭和25年法律第303号）第４条に規定する毒物及び劇物の一般
販売業の登録
（６）一般病床500床以上の病院にて①診療材料及び事務用消耗品等の包括管理業務、②手術室支援業務の受託実績があること。（令和３年６月末時点において契約継続中であること。）
（７）手形交換所における取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営状況が著しく不健全であると認められる者でないこと。
（８）会社更生法（平成14年法律第 154号）第17条に規定する更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第 225号）第21条に規定する再生手続開始の申立ての事実がある者でないこと。
（９）民事執行法（昭和54年法律第４号）に基づく差押等金銭債権に対する強制執行若しくは国税、地方税その他の公課について滞納処分の執行を受け、支払が不可能になった者でないこと、又は第三者の債券保全の請求が常態となったと認められる者でないこと。
（10）宮崎県暴力団排除条例（平成23年宮崎県条例第18号）第２条第１号に規定する暴力団、又は代表者及び役員が同条第４号に規定する暴力団関係者でないこと。

上記（１）から（10）の全ての要件を満たす者であることを申し立てます。

令和　　年　　月　　日

応募者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所　 在 　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　代表者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

宮崎県立宮崎病院長　殿
